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研究成果の概要（和文）：本研究では，音などの刺激に対応して生じる脳電位である事象関連電位，特に，刺激
から300ms以降に陽性の最大振幅を示して出現するP300の振幅を指標として，映像教材の高速提示における学習
者の集中度合いを明らかにした．実験では，実験対象者に対して，映像教材を等倍速条件と2倍速条件で提示
し，視聴時における脳波を測定した．その結果，2倍速条件におけるP300振幅は，等倍速条件に比べて有意に小
さいことが明らかになった．このことから，映像教材の提示速度が高速化することで，学習者の集中度合いは高
まる可能性が示唆された.

研究成果の概要（英文）：This study examined whether a student's level of attention to high-speeded 
educational videos could be assessed by event-related brain potentials (P300) . We recorded brain 
waves while participants viewing educational videos in two presentation speeds: original speed and 
double speed. As a result, the amplitude of P300 was smaller while participants were viewing videos 
at double speed than while viewing them at original speed. This finding suggests that, depending on 
the conditions, it may be possible that a level of attention to videos could increase by speeding up
 their presentation speed.

研究分野：教育工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，脳波データ（事象関連電位P300の振幅）を指標として，映像教材の高速視聴時における学習者の集
中度合いを定量的に示すことを試みに成功した．このことによって，従来の方法に加え，生体情報をエビデンス
とする映像教材に対する新たな評価方法が得られたといえる．今後は，本研究で得られた知見を基に，オンライ
ン学習をはじめ，映像教材を活用した学習場面において，学習者の集中度合いに応じた適切な処遇を行える可能
性がある．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) オンライン学習の隆盛は，大規模公開オンライン講座（Massive Open Online Course; 
MOOC）が世界規模で急速に普及したことに象徴される．MOOC における代表的なプラット
フォーム（edX や Coursera 等）では，開講より受講者の学習活動に関するログデータが大量
に蓄積され，オンライン学習の様相が，これまでにない規模で明らかになりつつある．
BRESLOW ら（2013）や KIZILCEC（2013）は，MOOC 受講における一般的な流れ；映像
教材の視聴→確認テストの受験→課題の遂行・提出→掲示板での議論への参加，において，受
講者は最も多くの時間を映像教材の視聴に費やしたことを明らかにした．このことから，映像
教材の視聴は，オンライン学習において，中心的な活動といえる． 

 
(2) GUOら（2014）は，edX上での約 700 万回にわたる受講者の映像教材の再生データを分
析した．その結果，映像教材の時間が 6分を超えると視聴を継続する受講者が大幅に減ること
を明らかにした．また，荒ら（2014）は，MOOC 受講を途中でドロップアウトしてしまう要
因について 5 件法を用いて調査したところ，「十分な学習時間がとれなかった」の得点が最も
高かったことを明らかにした．これらのことから，MOOCが抱える課題として，受講者の集中
力や時間を考慮した映像教材を作成すること，また，提示を行うことが挙げられる． 

 
(3) MOOC上の映像教材を視聴する際，変速再生機能を活用することが可能である．また，受
講者の多くは，変速再生機能を活用し，再生速度を通常（等倍速）よりも速めて映像コンテン
ツを視聴していることが明らかになっている（BRINTON & CHIANG 2016）．そこで，長濱
ら（2016）は，オンライン学習環境を想定した映像教材を作成し，大学生 75 名を対象にした
高速提示実験を行った．その結果，等倍速，1.5倍速，2倍速の提示速度条件における学習効果
に有意な差は見られなかった．このことは，条件によっては，一定時間にこれまでの 1.5 倍か
ら 2倍の学習ができる可能性を示唆している．主観評価の調査結果から，映像教材を高速で視
聴した際に，学習者は集中の度合いが高まったと感じていたことが明らかになった．しかしな
がら，集中度合いに関するエビデンスは示されていない． 

 
(4) 一方，集中度合いに関する指標として，村井ら（2006）は，瞳孔面積が動画の評価指標と
しての利用可能性について検討し，瞳孔面積の大きさと動画に対する興味度合いが相関関係に
あることを明らかにした．入戸野（2013）は，音などの刺激に対応して生じる脳電位である事
象関連電位（ERP）, 特に，刺激から 300ms以降に陽性の最大振幅を示して出現する P300は，
注意の配分量を反映することを報告した．また，P300 を出現させるにあたり，課題に向けら
れている注意量を，別の刺激に対する反応から間接的に推定するプローブ刺激法が有効である
ことを指摘した．重光ら（2007）は，映像視聴に対する注意の配分量を振動プローブ刺激に対
する ERPによって評価できるかを検討し，映像に対する注意配分量が大きくなると P300の振
幅が低下することを明らかにした． 
 
２．研究の目的 
映像教材の高速提示時における学習者の集中度合いを明らかにすることを目的とした．集中の
度合いは，学習者の瞳孔面積の変化と脳波データ（事象関連電位の P300 の振幅）を指標とす
る． 
 
(1) 基礎研究：オンライン学習を想定した映像教材の高速提示において，学習スタイル別の情
報処理プロセスと学習効果の関連性を明らかにすることを目的とした． 
 
(2) 研究 1：映像教材の高速提示により生じた認知負荷に関する客観的な評価指標として，振
動プローブ刺激に対する P300 振幅を活用することの有用性を検討した．そして，映像教材の
提示速度と映像教材の視聴における注意配分量の関連性を明らかにした． 
 
(3) 研究 2：映像教材視聴時における瞳孔径変化に対する主観的難易度の影響を明らかにした． 
 
３．研究の方法 
(1) 基礎研究：実験では，FELDERの学習スタイル尺度によって分類された Visual群 20名と
Verbal群 20名に対し，講師映像，スライド，字幕から構成された高等学校情報科に関する映
像教材を等倍速と 2倍速の提示条件で提示した． 
 
(2) 研究 1：実験では，被験者 21名に対して，等質性が確認された 2種類の高等学校情報科に
関する映像教材をランダムに等倍速条件と 2倍速条件で提示した．また，映像教材視聴中に振
動プローブ刺激を与え，標的刺激に対するキー押し課題を課し，ワイヤレス生体計測器を用い
て課題中脳波を記録した． 
 
(3) 研究 2：実験では，被験者 24 名に対して，高等学校情報科における映像教材を視聴させ，
映像教材視聴時における瞳孔径の変化を記録した．映像視聴後には，映像教材に関する主観的



 

 

図 1 各条件における P300振幅 

 

図 2 各パートにおける平均瞳孔径 

難易度調査を実施し，主観的難易度が高かった群（高群）と主観的難易度が低かった群（低群）
における瞳孔径の変化について比較検討した．  
 
４．研究成果 
(1) 基礎研究：映像教材の高速提示による認知負荷は，学習者個人の学習スタイルに関わらず，
聴覚チャンネルにおける情報処理量が増大したことによるものである可能性が示唆された．こ
のことから，本実験条件下で提示したようなスライド型映像教材を高速提示した際には，学習
者に対して，聴覚的な認知負荷を増大させる可能性が示唆された． 
 
(2) 研究 1：P300振幅の分析から，2倍速条件
における P300 振幅は，他の条件に比べて有意
に小さいことが明らかになった（図 1）．このこ
とから，映像教材を 2倍速条件で視聴した場合，
等倍速条件で視聴した場合に比べて，注意配分
量は大きくなった可能性が示唆された．一方，
主観評定の分析から，2 倍速条件で映像教材を
視聴した場合，等倍速で視聴した場合に比べて，
負荷が多大にかかった可能性が示唆された．ま
た，2 倍速条件で映像教材を視聴した場合，等
倍速で視聴した場合に比べて，集中した可能性
が示唆された．これらのことから，本実験条件下において，2 倍速条件で映像教材を視聴した
際に注意配分量が大きくなったのは，高速な提示速度での学習に負荷を感じ，かつ，集中が促
されたためであると考えられる． 
 
(3) 研究 2：主観的難易度調査の結果，映像教
材における主観的難易度の程度が高かった群で
は，映像教材の後半パートにおける主観的難易
度は，前半パートに比べて，有意に高かったこ
とが明らかになった．また，瞳孔径の変化に関
して，映像教材の後半パートにおける瞳孔径の
平均は，前半パートに比べて，有意に大きかっ
たことが明らかになった（図 2）．これらのこと
から，映像教材のタイムラインにおいて，難し
さを感じたパートでは，映像に対する集中度合
いが高まった可能性が示唆された． 
 
(4) まとめと今後の課題：以上のことから，映像への集中度合いは，映像教材視聴時における
認知負荷の大きさによって影響される可能性が示唆された．そして，映像教材の提示速度を速
めることによって，学習者における認知負荷は高まり，集中度合いは高まる可能性が示唆され
た．しかしながら，本研究では，映像教材の提示速度を変更することによって，適切な認知負
荷の度合いを厳密に検討するに至らなかった．また，映像視聴時における認知負荷に関して，
課題内在性負荷と課題外在性負荷の区別において，厳密に検討するに至らなかった（研究 2は，
この点における基礎実験の位置付けといえる）．さらに，P300振幅と瞳孔面積の変化の関連性
について，厳密に検討するに至らなかった．これらを今後の課題とする．一方，研究の進捗に
伴い，実験用映像教材における講師の発話速度が交絡要因となるケースが増加したことから，
その対処として，映像教材における合成音声の活用と高速提示効果を追加で検討した． 
 
(5) 本研究の意義：国内外において，これまでに映像教材の高速提示効果について具体的に検
討した研究事例は，ほとんど見られない．また，映像教材の提示速度を高速提示することによ
って生じる負荷と学習者の集中度合いについて，具体的に検討した研究事例はほとんど見られ
ない．本研究は，映像教材の高速提示時における学習者の集中度合いについて，P300 の振幅
をエビデンスとして明らかにした世界で最初の研究事例といえる．また，従来の方法に加えて，
生体情報をエビデンスにした映像教材に対する新たな評価方法が，本研究によって得られたと
いえる．さらに，本研究によって得られた知見によって，映像教材の効果的な視聴方法に関し
て，従来の関連研究の多くが課題としてきた「いかに認知負荷を軽減するか」という方向のみ
ならず，「いかに認知負荷を最適化するか」という方向において検討することの必要性が明らか
になった．今後は，本研究で得られた集中度合いに関するエビデンスを基に，効果的な高速提
示教材の活用方法について，包括的に検討される必要がある． 
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